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地域医療介護総合確保基金の対象事業

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業

３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

４ 医療従事者の確保に関する事業

５ 介護従事者の確保に関する事業

６ 勤務医の働き方改革の支援に関する事業 ※詳細は不明

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の確保・勤務環境の改善等、「
効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県に設置。各都道府県は、都
道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

令和２年度政府予算（案）：公費で2,018億円
（医療分 1,194億円、介護分 824億円）

出典：令和元年12月20日付け厚生
労働省事務連絡を一部修正し作成
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地域医療介護総合確保基金の令和２年度予算案について

○ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため平成２６年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創
設し、各都道府県に設置。

○ 地域医療介護総合確保基金の令和２年度予算（案）は、公費ベースで２，０１８億円（医療分１，１９４億円（うち、国分７９６億円） 、介護分８２４億円（うち、国
分５４９億円））

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業

３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

４ 医療従事者の確保に関する事業

５ 介護従事者の確保に関する事業

６ 勤務医の働き方改革の支援に関する事業

地域医療介護総合確保基金の対象事業

（参考）令和元年度スケジュール

３１年３月～ 国による都道府県ヒアリング等の実施

Ｒ元年１１月 都道府県へ内示

Ｒ２年１月 都道府県計画の提出

地域医療介護総合確保基金の予算

１，６２８億円

27年度予算
（当初予算）

介護分
724億円

（うち、
国分483
億円）

医療分
904億円

（うち、
国分602
億円）

28年度予算
（当初予算）

介護分
724億円

（うち、
国分483
億円）

医療分
904億円

（うち、
国分602
億円）

１，６２８億円

介護分
724億円

（うち、
国分483
億円）

医療分
934億円

（うち、
国分622
億円）

１，６５８億円

30年度予算
（当初予算）

医療分
904億円

（うち、
国分602
億円）

１，５６１億円

27年度予算
（補正予算）

介護分
1,561億円

（うち、
国分1,040
億円）

９０４億円

介護分
724億円

（うち、
国分483
億円）

１，６２８億円

医療分
904億円

（うち、
国分602
億円）

29年度予算
（当初予算）

医療分
1,034億

円

（うち、
国分689
億円）

１，８５８億円

令和元年度予算
（当初予算）

介護分
824億円

（うち、
国分549
億円）

26年度予算
（当初予算）

医療分
1,194億

円

（うち、
国分796
億円）

令和２年度予算
（案）

（当初予算）

介護分
824億円

（うち、
国分549
億円）

２，０１８億円
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出典：令和元年12月20日付け厚生
労働省事務連絡を一部修正し作成



地域医療介護総合確保基金の対象事業

（病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備等の医療提供体制の改革に向けた施設及び設備等
の整備）
・地域医療構想に基づいた病床機能の転換等の施設・設備整備に対する助成事業

事業内容

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の
整備に関する事業

急性期病床から回復期病床への転換等、地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化
及び連携等について実効性のあるものとするため、医療機関が実施する施設・設備の整備に
対する助成を行う。
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２．居宅等における医療の提供に関する事業

地域包括ケアシステムの構築を図るため、在宅医療の実施に係る拠点の整備や連携体制を
確保するための支援等、在宅における医療を提供する体制の整備に対する助成を行う。

（在宅医療の実施に係る拠点・支援体制の整備）
・ 在宅医療の実施に係る拠点の整備
・ 在宅医療に係る医療連携体制の運営支援
・ 在宅医療推進協議会の設置・運営 等

（在宅医療や訪問看護を担う人材の確保・養成に資する事業）
・ 在宅医療の従事者やかかりつけ医の育成
・ 訪問看護の促進、人材確保を図るための研修等の実施 等

（その他在宅医療の推進に資する事業）
・ 在宅歯科医療の実施に係る拠点・支援体制の整備
・ 在宅医療や終末期医療における衛生材料や医療用麻薬等の円滑供給の支援 等

事業内容
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３．介護施設等の整備に関する事業
地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス等、地域の実情に応じた介護サ
ービス提供体制の整備を促進するための支援を行う。

（地域密着型サービス施設等の整備への助成）
・ 地域密着型サービス施設・事業所等の整備に対しての支援（土地所有者（オーナー）が施設等運営法人に有償で貸し

付ける目的で整備する場合を含む）
（対象施設） 地域密着型特別養護老人ホーム（併設されるショートステイ用居室を含む）、小規模な老人保健施設・
介護医療院、養護老人ホーム・ケアハウス、都市型軽費老人ホーム、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能
型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、看護小規模多機能型居宅介護、緊急ショートステイ、施設内保
育施設等

※整備区分については、創設や増築（床）のほか、改築、増改築等も可能。

※定員30人以上の広域型施設の整備費については、平成18年度より一般財源化され、各都道府県が支援を行っている。

（介護施設の開設準備経費等への支援）
・ 特別養護老人ホーム等の円滑な開設のため、施設の開設準備（既存施設の増床を含む）に要する経費についての支援

※定員30人以上の広域型施設を含む。広域型・地域密着型の特別養護老人ホームに併設されるショートステイ用居室を含む。

・ 訪問看護ステーションの大規模化やサテライト型事業所の設置に必要な設備費用等の支援
・ 土地の取得が困難な都市部等での定期借地権の設定のための一時金の支援
・ 施設整備候補地（民有地）の積極的な掘り起こしのための地域の不動産事業者等を含めた協議会の設置等の支援。ま

た土地所有者と施設整備法人のマッチングの支援

（特養多床室のプライバシー保護のための改修等による介護サービスの改善）
・ 特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修に対する支援
・ 特別養護老人ホーム等のユニット化改修に対する支援
・ 介護療養型医療施設等の老人保健施設等（介護医療院を含む）への転換整備に対する支援

事業内容
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４．医療従事者の確保に関する事業

医師等の偏在の解消、医療機関の勤務環境の改善、チーム医療の推進等の事業に助成する
ことにより、医師、看護師等の地域に必要な質の高い医療従事者の確保・養成を推進する。

（医師確保対策）
・ 地域医療支援センターの運営(地域枠に係る修学資金の貸与事業、無料職業紹介事業、定年退職後の医師の活用事業
を含む)
・ 医科・歯科連携に資する人材養成のための研修の実施
・ 産科・救急・小児等の不足している診療科の医師確保支援
・ 女性医師や歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、歯科技工士の復職や再就業の支援 等

（看護職員等確保対策）
・ 新人看護職員・看護職員等の質の向上を図るための研修の実施
・ 看護職員が都道府県内に定着するための支援
・ 看護師等養成所の施設・設備整備、看護職員定着促進のための宿舎整備 等

（医療従事者の勤務環境改善対策）
・ 医療勤務環境改善支援センターの運営
・ 各医療機関の勤務環境改善や再就業促進の取組への支援（医療クラークの配置、院内保育所整備・運営等）
・ 電話による小児患者の相談体制や休日・夜間の小児救急医療体制の整備 等

事業内容
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５．介護従事者の確保に関する事業
多様な人材の参入促進、資質の向上、労働環境・処遇改善の観点から、介護従事者の確保
対策を推進する。

（参入促進）
・ 地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進
・ 若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介護の職場体験
・ 高齢者など地域の住民による生活支援の担い手の養成・ 介護未経験者に対する研修支援
・ 多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強化
・ 介護事業所におけるインターンシップ・職場体験の導入促進
・ 介護に関する入門的研修の実施からマッチングまでの一体的支援、介護の周辺業務等の体験支援
・ 介護福祉士国家資格の取得を目指す外国人留学生等の受入環境整備 等

（資質の向上）
・ 介護人材キャリアアップ研修支援
・ 各種研修に係る代替要員の確保、出前研修の実施・ 潜在介護福祉士の再就業促進
・ 認知症ケアに携わる人材育成のための研修・ 地域包括ケアシステム構築に資する人材育成
・ 認知症高齢者等の権利擁護のための人材育成 等

（労働環境・処遇の改善）
・ 介護職員長期定着支援事業（介護職員の悩み相談窓口設置事業，介護事業所におけるハラスメント対策推進事業等）
・ 新人介護職員に対するエルダー・メンター（新人指導担当者）制度等導入のための研修
・ 管理者等に対する雇用管理改善方策の普及（雇用管理改善の説明会、介護ロボット導入支援，ICT導入支援等）
・ 介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援・ 子育て支援のための代替職員のマッチング
・ 人材不足に関連した課題解決等が急務となっている介護事業所に対する業務改善支援 等

事業内容
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